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グローバル製造業の課題

　言い古されたことではあるが、近年の消費

者のし好やニーズの変化は非常に速い。ソー

シャルメディアの普及も、これに拍車をかけ

ている大きな要因だ。こうした変化に対応す

るために、企業は在庫・販売計画のリアルタ

イム化を必要としており、米国Amazon社の

ように巨大な流通システム改革を推進する企

業も多い。サービスを定額制で利用するサブ

スクリプションモデルやシェアリングサービ

スも、変化に対応する手段と考えることがで

きる。

　一方で、米国の電気自動車メーカーTesla

社のように、大量の需要に生産が追い付かな

い「生産地獄」（同社イーロン・マスク最高

経営責任者の言葉）に陥る企業も出てきてい

る。特にグローバル企業にとって、需要の把

握とタイムリーな設備投資、技術革新は重要

な課題である。顧客ニーズの把握や新技術の

取り込みに失敗し、需要に的確に応えられな

い企業は、ビジネスチャンスを逃したり顧客

の信頼に応えられなかったりすることで勢い

を失っていく。今、日本企業がデータ活用の

高度化を中心としたデジタルトランスフォー

メーション（DX）を求められている大きな

理由の1つがそこにある。

需給管理高度化の取り組み

　ところで、日本企業の勢いが失われた例と

してモバイルインターネット市場の話がよく

引き合いに出される。日本企業は1990年代

から、NTTドコモの「iモード」のような世

界に先駆けたモバイルインターネットの優れ

たサービスをつくり、顧客の期待に応えるこ

とで業績を伸ばしていった。しかし、その後

のグローバル化、スマートフォン化という世

界的な流れに乗り遅れてしまったことで、米

国のApple社やGoogle社はもちろん、中国

や韓国の企業にも水を空けられるようになっ

た。製品自体の差別化が難しくなった家電製

品やPCでも、日本企業は勢いを取り戻せな

いままである。

　そのような状況のなかで、自動車やオート

バイでは日本ブランドが依然として高い信頼
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を勝ち得ており、海外でも大きなマーケット

シェアを獲得している。日本企業は海外生産

を拡大しているので必ずしも日本製とはいえ

ないが、それでも世界中の顧客が日本ブラン

ドを買い求めている。

　以下でシステム開発の事例を取り上げる

ヤマハ発動機は、売り上げの約9割が海外、

オートバイの売り上げは世界規模であり、特

にアジア諸国ではトップレベルのグローバル

企業である。このような実績を支えているの

が、顧客満足度を高めるために同社が積極的

に取り組んできた需給管理の高度化である。

　この取り組みの背景には次のような事情が

ある。1980年代を販売のピークとした日本

のオートバイは、長く少品種大量生産であっ

たが、消費者のし好の多様化により、今は多

品種少量生産が求められるようになった。こ

れは世界的な傾向であり、商品を生産して売

るだけといった販売手法から、顧客が本当に

買いたいものを先読みして生産するプロセス

への転換が求められているのである。

　ヤマハ発動機では、生産・在庫・販売を一

貫して管理するための「デマンドチェーン

革新部」が2016年に設置された。デマンド

チェーン（需要連鎖）とは、最終顧客の需要

を起点とした一連の活動のことで、情報、モ

ノ、金という3つの流れの計画と実践を意味

する。需要の変動に対して一連の活動の速度

や柔軟性を高めて収益を改善する経営手法が

デマンドチェーンマネジメントである。「デ

マンドチェーン革新部」は、工場、物流、営

業から小売りまでをつなげて、顧客の細かい

ニーズに応える品ぞろえを実現することを任

務としている。

　2017年には、野村総合研究所（NRI）が

支援して、需給管理のシステム化計画が策

定された。この計画には、海外販売の中で

特に重要なアジア拠点での新しいPOSシス

テム（以下、新システム）の導入が含まれ

る。新システムは需給調整の最適化を目指し

たもので、これは多くのグローバル企業が直

面している課題でもある。その他、新システ

ムでは、これまではできなかった、海外の販

売ディーラーの接客に関するKPI（重要業績

指標）の分析が可能である。すなわち、顧客

の来店から、接客、契約に至るまでの情報を

データとして取得し、データアナリティクス

機能で分析することである。

新システムの特徴

　ここでは、新システムの特徴を、開発方法

とアーキテクチャーを中心に紹介する。

（1） アジャイル開発とクラウドネイティブ

　グローバルな情勢の変化に素早く対応する

ために、新システムの開発期間は3カ月とさ

れ、その短期間で「販売店向けモバイル・タ

ブレットアプリケーション」「POSシステム

が利用するマスターデータやユーザー情報

などを管理するWebアプリケーション」「接

客・販売・在庫などの情報を分析するデータ

アナリティクスアプリケーション」の3つを

提供することが求められた。また、開発開始

時にはシステム要件が十分に固まっておら

ず、開発中の機能を確認しながらプロジェク

トを進めることも必要だった。

　このため、新システムの開発に当たって

は、リリースのスピードを優先しつつその後
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の改善を積み重ねてい

くアジャイル開発の手

法を採用した。

　DX のためのシステ

ムでは、要件の変化な

どに応じて柔軟に変更

することや、時には計

画そのものを見直すこ

とも必要になる。今回

の新システムの開発で

も、高度な分析（デー

タアナリティクス）機

能 の 追 加、 連 係 サ ー

バーの能力強化、ネッ

トワーク環境の改善な

ど、顧客要件の変更に

柔軟に対応しなければ

ならなかった。

　このような理由によ

り、アジリティー（俊

敏さ）とコスト効率に優れたクラウドネイ

ティブ（クラウドサービスの利用を前提にし

た設計）のアーキテクチャーを採用すること

とした。次々に出てくる顧客のアイデアを取

捨選択しながら最適なサービスを構築した

り、ビジネスの規模に応じて柔軟にリソース

を増減したりできる点は、スケーラビリティ

に優れたクラウドネイティブならではの強み

である。（図1参照）

（2）マネージドサービスの利用

　クラウドネイティブな新システムの特徴

は、サーバーレスであることに加えてマネー

ジドサービス（サービスの利用に必要な機

器の運用・管理・設定などをまとめて提供

するサービス）を全面的に利用している点で

ある。この方式の主な利点は、①サービスリ

リースまでの速さ②スケーラブルでバース

ト（短時間での処理）可能なシステム基盤リ

ソースの確保③利用に応じた低コストな課金

体系④セキュリティが高く自動化された運用

環境⑤DevOps（開発と運用が密接に連携し

て開発する体制）による運用保守の自動化̶

である。

　今回の新システムでは、AWS（Amazon 

Web Services）社のさまざまなサービスの機

能を外部のアプリケーションから利用できる

ようにするために、新しいAPI（アプリケー

ション・プログラミング・インターフェー

図1　要件の追加・変更に対応可能なシステムを実現

・高度分析の要件を追加
・連係サーバーの能力強化
・店舗ネットワークの環境の改善
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用的なプログラ

ムの機能を利用するた

めの仕様）サービスで

ある AWS AppSync を

採用している。これに

よりアプリケーション

データの同期やアプリ

ケーション構築が容易

に行えるようになる。

　AWS AppSync は、

次世代のAPI規格であ

る GraphQL を利用したマネージドサービス

である。Webアプリケーションのデータベー

スとAPIの統合処理はほぼコーディングなし

で実現でき、バックエンド開発の生産性は劇

的に向上する。開発者は GraphQL のデータ

定義さえ行えば、APIやデータアクセスなど

を実装する必要もない。データストアには、

スケーラブルでクラウドネイティブなシステ

ムとの親和性が高い Amazon DynamoDB を

利用するのが標準的だ。このように、バック

エンド開発はサーバーレスどころかコードレ

スな開発スタイルに変わりつつある。

　AWS の API サ ー ビ ス で は、Amazon API 

Gateway（API呼び出しの処理、トラフィッ

ク管理、認証・アクセス制御など）がよく利

用されている。今回も、当初はこれを使うこ

とを検討した。その場合には、Amazon API 

Gateway、AWS Lambda（ビジネスロジック

の実行）、Amazon DynamoDB（データベー

ス）の3階層でバックエンドを構成し、AWS 

Lambdaをビジネスレイヤーとして利用する

のが一般的だ。しかし、新システムは当初、

外部連係も持たない設計で、ほとんどのビ

ジネスロジックはフロントエンドで保持で

きる。そのため、開発の効率化を優先させて

AWS AppSyncを採用したわけである。

（3）自動化されたシステム運用

　新システムは AWS の DevOps ツールを全

面的に採用している（図2参照）。アプリケー

ションの作成から配備を担うのは、AWS 

CodeCommit（ソースコードを格納したリ

ポジトリを管理）、AWS CodeBuild（ソース

コードからアプリケーションを作成）、AWS 

CodeDeploy（アプリケーションの配備を自

動化）、AWS CodePipeline（ソースコード変

更時のアプリケーション作成・テスト・リ

リース準備の自動化）である。

　NRIの環境と顧客の本番環境が連携され、

アプリケーションのリリースから配備、運用

までが自動化されており、ソースコードが更

新されるたびに自動でテストが行われ、エ

ラーがあれば開発者に通知が届く。このよう

に完全に自動化された環境で運用されるた

め、ハードウェア障害への対応やアップデー

トなどとも無縁で、開発の品質は高いレベル

で維持される。
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図2　DevOpsツールによる運用の自動化
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　この他、アプリケーション開発プロジェク

トの管理はAWS CodeStar、AWSのリソース

と実行されているアプリケーションのモニタ

リングはAmazon CloudWatch、メール送受

信のプラットフォームはAmazon SES（Simple 

Email Service）がそれぞれ担う。コンテン

ツの管理にはストレージサービスのAmazon 

S3 を採用している。これらのサービスには

テンプレート（ひな形）が準備されており、

設定を簡単にカスタマイズできるため、導入

と学習のコストが低く再利用性も高い。ア

プリケーションの配布には Microsoft Azure 

CodePushを利用している。

　開発や運用のノウハウは属人化することな

くDevOpsの一部として管理され、ドキュメ

ント作成や新規メンバーの学習負荷も軽減さ

れる。新システムでは、開発からリリース・

運用までのプロセスでマニュアル操作が全く

必要ない NoOps を実現している。これによ

り、クラウドのマネジメントコンソール（管

理画面）から本番環境にアクセスする作業が

不要となり、セキュリティが向上するメリッ

トも大きい。

　なお、クラウドベンダー各社は標準的な

DevOpsのサービスを提供しており、各社の

提供機能にほとんど違いはない。

（4）AWS社との技術連携

　一般に、新しいシステムの開発で全く経験

のない技術を採用することには大きなリスク

が伴うが、NRIはクラウドサービスの黎
れいめい

明期

からこれを活用したアジリティーのある開発

に取り組み、新しいクラウドサービスの導

入時にもAWS 社と技術連携をしながらプロ

ジェクトを推進してきた。その実績が評価さ

れて、NRI は日本で最初に AWS プレミアコ

ンサルティングパートナーに認定されてい

る。新システムでも、新サービスの技術評価

からAWSの東京データセンターでのサービ

ス開始まで、AWS 社と密に連携してフィー

ドバックを積み重ねた。AWS AppSyncは新

システムの本番稼働に合わせて正式にサービ

スが開始されたが、これは NRI と AWS 社が

連携してきた成果である。

クラウドネイティブの課題

　クラウドネイティブの課題も見えてきた。

特にクラウドサービスのフロントエンドライ

ブラリー（クラウドベンダーが提供する開発

部品）は成熟度が低く、新システムの開発で

もトライアンドエラーを行う必要があった。

また、ライブラリー自体のバージョンアップ

が頻繁に行われ、不具合対応のために新バー

ジョンを取り込むと今度は別の問題が発生す

るといったことも起きた。そのため、開発者

には、OSS（オープンソースソフトウェア）

になったライブラリーのソースコードを調査

しながら不具合の対応方法を検討するという

開発スタイルが必須である。

　クラウドネイティブに精通した IT アーキ

テクトを確保することも課題である。クラウ

ドネイティブでは、アプリケーション開発の

中心はモバイルや Web などのフロント開発

であり、国内外で開発者が多いため開発コス

トとスケジュール調整の問題はそれほど大き

くない。問題は、クラウドネイティブなシス

テムはさまざまなサービスをピースとして組

み合わせ、パズルのように設計していくこと
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が多く、時には新しいサービスを使うこと

もある点だ。また、モバイルやAPIのアプリ

ケーション要素だけでなく、AIや機械学習、

IoT、データレイクなども含めたトータルソ

リューションとしてシステムを設計する能力

も求められる。これに応えられる IT アーキ

テクトは不足している。

　また、これはクラウドネイティブ自体の問

題ではないが、ネットワーク環境にも注意す

る必要がある。今回の新システムでは、日本

では考えられないようなネットワークインフ

ラへの過負荷が原因の不具合もあった。ネッ

トワークへの負荷は、画像データや Web コ

ンテンツのサイズを最適化する AWSのサー

ビスを利用することで軽減する方法もあり、

今回のシステムでも採用している。いずれに

せよ、クラウドサービスの利用に際しては現

地での入念なテストが欠かせない。

これからのDXシステムの開発

　DXのためのアプリケーション開発におい

ては、次の2つの流れが明確になっている。

　1つは、クラウドネイティブへのシフトで

ある。DXを加速させるためには、システム

基盤や運用はクラウドサービスに任せ、アプ

リケーション開発にリソースを集約させるこ

とが不可欠である。従来のモノリシック（一

枚岩的）なサービスは、スケーラビリティー

と可用性・拡張性に優れたマイクロサービス

アーキテクチャー（サービスを機能単位に小

さく分割し、それらを連係させる方式）へと

置き換えるべきである。ただし、IoTシステ

ムや AI のエッジデバイス（ネットワークに

直接接続される機器）の開発と同様に、クラ

ウドサービスの中でもフロントエンドの技術

は発展途上であり、まだまだ安定していると

はいえない。そのため、いかにシステムベン

ダーとクラウドベンダーを巻き込んで問題に

対応できるかがポイントである。

　もう1つはDevOpsの導入である。これに

より、DevOpsエンジニアという新しい領域

の技術人材が必要になっている。DevOpsエ

ンジニアは、開発プロセスとリリース・運用

までの自動化を担当し、ソースコード以外の

クラウドリソースを意識することなく開発で

きる環境を提供する役割を持つ。NRIはその

ようなDevOpsエンジニアの人材育成にも力

を入れている。

　ヤマハ発動機は、リリースされた新システ

ムを使って、海外のディーラーの在庫・販売

状況、成約に至るまでのプロセス、製品比較

の状況など、以前はディーラーや営業担当に

聞くなどして得るしかなかった情報をデータ

として取得し、そのデータを分析して新し

い「気付き」を得られるようになった。「気

付き」は次の機能改善のポイントであり、グ

ローバル企業が長年悩んできた需給計画の最

適化につながる。そしてシステムはつくれば

終わりではなく、「気付き」に基づいた改善

を積み重ねていく必要がある。

　DXは未知のものへの挑戦であり、リスク

もあるが、クラウドネイティブとすることで

リスクが最小化され、挑戦を繰り返すことが

できるようになる。NRIは、これからもクラ

ウドネイティブなシステムの開発を通じて、

お客さまと共に「攻めの IT 経営」の実現に

挑戦していきたいと考えている。 ■
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